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──道徳的・法的ジレンマ── 
 
パメラ・D・フラッシュ（Pamela D. Frasch） 
 
 
アメリカ合衆国のどの州も複雑な法の網を張り、少なくとも一定種類の動物を虐待行為と飼育
放棄から保護している。多くの擁護者 advocates が口を揃えて言うように、これらの法は、ア
メリカ法の下で「権利」の語が定義されるような意味で法的権利を動物に与えるものではない
が、この国で動物が受けられる主要な（場合によっては唯一の）法的保護を実際に与えている
のである。犯罪行為の重大さその他の要因に応じて州法は、動物の虐待行為を違反（infraction）、
軽罪（misdemeanor）、重罪（felony）とみなす 【*注 1 】 。反虐待法（ anti-cruel laws ）
において網羅的に規定される行為は、低い段階の軽罪にあたる犯罪として分類されていること
が多い。しかし現在、４６州とコロンビア特別区［＝首都ワシントン市］には重罪を規定する
反虐待法が少なくとも１つはある。重罪を規定する反虐待法をもたないのは、残りわずか４州
──アイダホ州、ミシシッピ州、北ダコタ州、南ダコタ州──だけである。 
 
しかしより興味深いことに、アメリカ合衆国初の反虐待法は３００年以上前に（マサチューセ
ッツ湾植民地おいて１６４１年に）存在しており、反虐待法を州が初めて定めたのは１８０４
年であるにもかかわらず、現行の反虐待法で重罪を規定する３９法（全体の８０％にあたる）
はここ１５年間のうちに成立したものばかりである。１９９０年代と今世紀当初の１０年間に
活発化した立法活動は、各州で、立法過程を通じて動物の虐待行為や飼育放棄に対してより積
極的に立ち向かおうという関心と熱意の水準が、目立って根元的で新しい変化をみせたことを
示唆している。 
 
反虐待法にこのような新たな関心と活動が生じた理由として多くの研究者が挙げる説のひとつ
は、多量の科学的研究である。これらの研究では、動物の虐待行為と人のさまざまな暴力行為
とのあいだに直接的なつながりが存在することが主張されている。ここ何年にもわたって間断
なく新聞記事や雑誌論文のなかでこのつながりに関する情報が公にされてきた【*注 2】。 その
結果（あるいはこれらの記事・論文に応じて）コミュニティにおける動物の虐待行為という問
題に対する関心が国中で高まった。 
 
この主題に関して信頼できる科学研究による結論が一般に広く知られるようになる前から、動
物の虐待行為と人間の暴力行為とのあいだのリンクは、多くの人々に直感的に感じられていた。
１７５１年、イギリスの画家ウィリアム・ホガース（William Hogarth）は４枚組の版画を印刷
した。版画に付けられた題名は「虐待行為の４段階」だった。版画は「トム・ネロ（Tom Nero）」
が辿る犯罪過程を描いており、彼が犬をひどく虐めているのが１枚目に、盗みと人殺しが２、
３枚目に、そして４枚目（「虐待行為の報い」と題されている）ではトムは死体となって人々
の面前で解剖されている。彼は有罪とされ、その罪により絞首刑となったからだ。版画が生々
しく描写しているのは、現代の我々からすると悲劇ではあるものの、ありふれた、社会的な「リ
ンク」現象である。この現象を現代におきかえると、その劇的な典型例は、ここ２０年間に現
れた、より悪名高い連続殺人犯たちに集約される。合衆国の犯罪史上、どの連続殺人犯たちも
例外なく、動物に虐待行為を行った経歴のあることが分かっている。 
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とはいえ、現在、この現象に関する我々の知識は、誰かから聞いた逸話的なものであったり、
直観に基づくようなものではなくなっている。社会学者、犯罪学者、心理学者、そのほかの分
野の学者、専門家がリンクについて研究し、論文を著している。いまや非常に多くの査読論文
【*注 3】において、「リンク」とその様々な組合せを詳細に調査した結果が研究されている。 
 
リンクの存在を申し分なく立証した最初の論文は、８４名の在監者を研究した成果だった。研
究は１９６０年代に行われ、暴力的な犯罪で告発・起訴された在監者の７５％に、動物に対す
る虐待行為の前歴があることを明らかにした【*注 4】。 
 
２０年後、上記とは別の研究で明らかになったのは、１５２名の攻撃的な在監者のうち２５％
が子供時代に動物に対する虐待行為を５個以上行っていたことである。比較すると、攻撃的で
はない在監者での比率はわずか６％であった【*注 5】。同一研究者の２つめの研究では、研究
者が犯罪者たちと１対１で面談して、動物に対する暴力的な行為という経歴の内容を聞き出し
た。結果は、子供時代の動物に対する虐待行為と成長して後の人間に対する攻撃的な態度とに
は関係があるという研究者たちの結論をさらに支持するものであった【*注 6】。性関連の連続
殺人犯たちに関する１９８８年の研究（そして今までのところもっとも広範に行われた研究）
で示されたのは、３６％が動物の虐待行為を子供時代に犯したことを認め、４６％が動物の虐
待行為を１０代のときに犯したことを認め、３６％が動物の虐待行為を成人になって犯したこ
とを認めたことである【*注 7】。 
 
また、家庭内暴力と動物の虐待行為とのあいだにも高い相関関係がある。１９８３年の研究で
は、ニュージャージー州の家族を対象に、児童虐待の理由として、若者と家庭支援局に言及し
ている。研究で分かったことは、事例の６０％にあたる世帯で少なくとも１人が家庭内で人間
以外のものを物理的に虐待していたことである。特に子供が自分の蒙ってきた虐待行為を行う
ことが散見される【*注 8】。イギリスでの研究で似たような結論が導きだされており、動物の
虐待を報告された家庭の８３％が、社会福祉所によって児童虐待や他の違反行為の恐れがある
家庭とすでに認定もされていた【*注 9】。専門家むけ雑誌『Social Work』は、セラピスト向け
のマニュアルを発行して、両親から受けるかもしれない暴力的な行動を予測できるようにして
いる。驚くことでもないが、マニュアルでは、動物の虐待行為が「暴力的・反社会的行為と大
いに関係する要素」として分類されている【*注 10】。そして、１９９７年、マサチューセッツ
動物虐待防止協会（the Massachusetts Society for the Prevention of Cruelty to Animals）
とノースイースタン大学が行った研究で明らかにされたのは、動物に対する暴力的な罪を犯し
た人間の７０％の犯歴に、暴力犯罪、財産犯罪、薬物犯罪、治安紊乱行為（公共道徳違反行為）
があったということである【*注 11】。この結論をさらに進んで支持するのは、比較的近年にな
されたシカゴ警察の研究である。動物の虐待行為で逮捕された３２２名を調査した結果、これ
らの逮捕者の７０％が他の重罪（殺人を含む）で告発・起訴されており、８６％が複数回逮捕
されたことがあり、７０％が薬物犯罪で告発・起訴され、６５％が暴力犯罪で告発・起訴され、
２７％が銃砲犯で告発・起訴された前科があり、１３％が性犯罪で逮捕され、５９％がギャン
グの構成員だと言われていることが分かった【*注 12】。 
 
しかしながら、虐待症候群を立証するなかで、１９９７年の研究では、他の罪を犯したことの
ある動物虐待者のうち５６％が、動物に対する罪を犯すよりも前に、他の罪を犯していること
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が分かった。この結論は興味深いのは、それがこれまで広く受け入れられてきた仮定を支持す
るものではないからである。仮定では、暴力的な人間は動物を虐待することから始め、そのう
ちに人間の犠牲者へと進んでいくとされた。この研究の文脈から見れば、動物の虐待は「炭坑
のカナリア（危険の兆候）」というよりも、反社会的でコミュニティに基礎をもつ暴力という
総合的な枠組みの一部である。 
 
このリンクをより深く研究するうちに、このほかの数多くの実践的考慮・公共政策上の考慮が、
新たな重要性を帯びるようになる。一例をあげると、虐待されている女性が虐待する人のもと
を離れるか否か、いつ・どのように離れるかを決断しようとするような問題である。研究で示
されたのは、虐待されている女性のなかにはコンパニオン・アニマルを有している者もおり、
家庭内暴力から女性を保護するシェルターでは動物は歓迎されず、かといって、動物を残して
いけば虐待される可能性に直面するということである。近年のある研究で分かったことは、ペ
ットを所有しつつも自分自身が虐待されている女性のほぼ半数が、自分自身のパートナーによ
ってペットを実際に虐待されたり、あるいは虐待すると脅かされた、と言っていることである。
しかも、４分の１の女性は、自分のペットのことが心配で、そのことで虐待者の元を離れるか
それとも残るかという決断に影響が生じていると言っていることも分かった【*注 13】。他の研
究でも似たような結論が出ている。家庭内暴力シェルターで暮らす女性の大多数が、家庭のな
かでペットが体験した虐待経験で取り乱したり、一定数の少数者は自分のペットの幸福を考え
てシェルターを探すのに手間取ったりしている【*注 14】。このような状況におかれた女性は、
自分のペットの身を案じて、間に合わせのシェルターに入るのを遅らせたり、入るのを簡単に
断ってしまったりして、自分自身と自分のペット、ことによっては自分の子供を、さらなる虐
待が起こりかねない環境に晒してしまう。この問題に対処するため、コミュニティの多くが立
てた計画は、安全で快適な家をペットに提供して、女性は家庭内暴力から保護するシェルター
に住むというものであった【*注 15】 
 
この研究──そしてそれが広く人々に知られること──の最終的な教訓は、どこで起こるもの
であっても暴力的な犯罪に立ち向かうということの重要さをしっかりと理解するということで
ある。州法と連邦法の法執行機関は、今では日常的に他の暴力的な犯罪行為に際して動物の虐
待行為もあるかどうかを調査している。このような情報は犯罪者を特定するのに重要な手がか
りをもたらし、検察官に犯罪の起訴・訴答の取引・求刑などのために追加的な選択肢を提供す
ることができるからである。 
 
動物の虐待をコミュニティの犯罪として真剣に取り扱うことは、合衆国初の反虐待法を支えた
当初の哲学とも一致する。初の法律は、動物の虐待を減らすことが動物の苦しみを減らすこと
になるという事実にもともと重点を置いていなかった。むしろ、我々の思いやりを表明するた
め、そして暴力と虐待行為が人間の倫理に与える堕落へと誘引する影響を避けるために、動物
を人道的に扱うべきだ、と推論したのである。結果として動物の苦しみが減ることになったの
は結構な余得であったけれども、それは明らかに、当初考えられた法律を支える要となる原動
力ではなかった。現在、反虐待法に関する議論の重点は、動物の苦しみを減らすという目標の
ほうに置かれている。しかし、人の心が冷酷になるのを防ぐことも、立法過程では重要な役割
を果たし続けている。 
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 とはいえ、これらの哲学的な理念を一貫した立法体系にはめこんでいくことは一筋縄では行か
ない仕事であることが分かる。アメリカ法のもとでは動物は財産である。この事実によって、
重大な影響が、人間と動物の関わり方に応じて特定の動物の取扱いを規定するところにまで及
んでいる。一例をあげると、ペットのハツカネズミは残酷な扱いを免れて十分な保護を受ける
ことができる。しかし、もしまったく同じハツカネズミが生物医学実験材料であれば、州法・
連邦法のもとでも、まったくなんらの法的保護を受けることがない。 
 
実際のところ、「持つ者」と「持たざる者」の対照があまりにも強烈であるため、動物の苦し
みを減らすとか人間の魂の堕落を防ぐとかいう、基礎にある哲学は意味を失う。我々が、立法
行為をとおして高尚な理想を適用するのは、都合のよいときだけ、経済的な利便性や財産権の
ドグマに目標が抵触しないときだけ、ということになりがちある。 
 
コンパニオン・アニマルと家畜の法的取扱いを比較する時以上に、この対照が強烈な免除（の
有無の差）となっているところはない。たとえば、もしも犬を叩くことが人の心を堕落させる
のなら、なぜ牛を叩くこともおなじような堕落効果を持たないのだろうか。そしてもし同じ効
果があるなら、なぜ、同じようにその行為を禁止する立法を行わないのだろうか。家畜とコン
パニオン・アニマルとを区別する、本質的違いのようなものがあるのだろうか。「ペット」と
して育てられた豚は、食用として育てられる豚とは違った感情を持つのだろうか。もしも異な
った感情を持つのではないならば、法のもとでそれぞれが異なった扱いを受けることになるの
はなぜなのか。 
 
実生活での例を挙げると、連邦法のもとでは、犬や猫に適切な換気や清潔な寝床を用意しなか
ったことだけで、合衆国の獣医師免許失効理由となりうる【*注 16】。他方、農場経営者 farmer
は、妊娠した豚を身動きのとれないほど狭い仕切枠に閉じこめ、妊娠期間の４ヶ月間のほとん
どをその箱のなかに入れたままにし、再び妊娠するとすぐにまた仕切枠のなかに豚を戻すこと
ができる。農場経営者は乳牛を室内のみで一生涯過ごさせることもできる。牛は外の新鮮な空
気を吸うことも、地面に生えている草を食べることも、屋外で運動することもまったくできな
い。農場経営者は鶏のくちばしの大部分を、麻酔をかけることなく、切り取ることができる。
切断するのは、過剰に込み合った檻のなかに詰め込まれているときに、鶏同士がくちばしでつ
つきあわないようにするためである。これは、州レベルで定められた詳細な動物福祉法・反虐
待法はあるのだが、これらの法の大多数が農業用家畜と農業実践をその保護範囲から明確に除
外しているからである。 
 
事実、家畜が連邦法のもとでなんらかの保護を受ける可能性がある場合は、生涯において２回
が限度である。食肉として屠殺されるときと長距離にわたって輸送されるときである。しかも、
これらの法が適用されるのは特定の動物だけである。鶏は、食用として育てられるすべての動
物の９５％を占めているものの、その生涯のいかなる時においても連邦法の保護を受けること
がまったくない。鶏を屠殺場まで輸送するときには、貨物室の温度が異常であってもかまわず、
食料・水・寝床を用意する必要がない。屠殺場では、鶏はさかさまに拘束されて吊り下げられ、
コンベアベルトに流されて喉を切られー意識がまだあるときでもー熱湯の入った水槽のなかに
放り込まれて処分される。 
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 連邦法では、いかなる種類の家畜も農場のなかにいる限り虐待行為や苦しみから保護されるこ
とがない。他方、州の段階では、家畜の取扱いの規定がゆるやかながらも改善されてきている
ようだ。近年、少数の州が、家畜を閉じこめるときに守るべき最低限の基準を法的強制力のあ
るものとして制定した。また、家畜の虐待や飼育放棄に対する刑罰や民事罰を制定した州もあ
る。わずかばかりの州が上記の両種類の規制［＝最低基準の法制化と罰則規定］を採用した。
カリフォルニア州は、合衆国のなかで最大の農業州であるのだが、合衆国のなかでもっとも広
範囲にわたって家畜を閉じこめる場合の基準を規制する法を最近可決した。法が２０１５年に
施行されると、食用子牛として育てられる牛・産卵用の雌鳥・妊娠している豚には、檻のなか
でぐるりと体の向きを変え、脚（や羽）を十分に伸ばし、立ったり座ったりすることのできる
空間がなければならない。 
 
もしも法の実施と執行が十分になされれば、一日の大半を──もっとも多くは一日中を──檻
や仕切枠のなかで閉じこめられたままに過ごしている２０００万の動物たちの暮らしに影響を
与えることになろう。少数ながらも他州でも、妊娠している豚を妊娠仕切枠（gestation crates）
に閉じこめることを［カリフォルニア州と］同じように禁止している【*注 17】。そして２州【*
注 18】 は、食用子牛に妊娠仕切枠のなかに閉じこめることを禁止している。しかし、いまのと
ころカリフォルニア州だけが、産卵用の雌鳥にまで保護規制の範囲を広げている唯一の州であ
る。 
 
家畜を残虐に扱う行為に対して民事罰・刑罰を制定する州法は非常に多様で、その多くが農業
についての例外事項を依然として定めている。たとえば、アイオワ州は家畜の虐待【*注 19】 や
飼育放棄【*注 20】に刑罰を課している。しかし、より厳格な虐待［防止］規定が適用されるの
は、所有者以外の者に対してだけである。言いかえれば、他人の財産に対して且つ家畜を意図
的に殺害・傷害したら罪になり、自分自身の所有する動物に対してや、所有者の許諾を得て行
えば、合法である。テキサス州では、所有者以外の者も所有者も
．．．．
、家畜を虐待・飼育放棄・遺
棄すると刑罰が課されるものの、人々が当然に受け入れている農業には法の適用範囲が及ばな
い【*注 21】。州法が家畜の福祉に対する配慮を文言で明確に述べていても、である。ルイジア
ナ州では、標準的な輸送期間中や農業生産品の製造過程において家畜をどのように扱っても刑
罰に問うことは一切できない【*注 22】。しかし、同じ制定法では、人が家畜の一つ以上の群に
対して意図的に虐待行為や不当な干渉行為を行えば、一群ごとの行為が別個の罪にあたるとい
うことが、明確に規定されている【*注 23】。もしもルイジアナ州が農業に対する遵守基準の例
外を撤廃したら、家畜の所有者や農業経営者たちにすさまじい影響を及ぼすことになるだろう。
もちろん、実際のところ撤廃はされていないし、例外はいまもなお存続しており完全なままだ。 
 
しかし、この状況に変化の兆しがいくつか現れている。画期的な判決のなかでニュージャージ
ー州の最高裁判所は、畜産業のいつもの手順のひとつであり「それが専門の」人が苦痛を最低
限度にして行うという理由だけで、家畜を残酷に・非人道的に扱うことが許される、という考
え方を否定した【*注 24】。また、州の農務省が、尾を短く切断することを苦痛を与えない人道
的な慣行として認可することに対して裁判所は明確に反対し、そのような非人道的な慣行には
動物や農作業になんらかの利益をもたらすという確実な証拠もまったくなく、しかも、州は何
らの予防措置・基準も策定せずに行っているので支持し得ない、と指摘した。今までのところ、
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ニュージャージー州だけがこのような結論に達した唯一の州であり、願わくば、他の裁判所と
州行政機関がこの後に続いていくことになればと期待している。 
 
メイン州は、家畜に対する虐待行為に対してやや異なった対応をしている。家畜を反虐待法の
対象から外すのではなく、農業経営の一部分としてその動物が維持されている限りにおいて（そ
して家畜をもっとも適切に管理する慣行に従っている限りにおいて）、所有者に積極的な抗弁
を主張することを許している【*注 25】。訴訟を裁判に提起することが可能となり、農業経営者
の側に挙証責任が移ることになるので、これは重要なことである。オレゴン州でも、家畜の虐
待は刑事的に訴追することが認められており、家畜のなかには商業的に育てられた家禽やよき
畜産業者に属する他の動物も含まれている。もっとも、原告の側に、虐待者の行為が重大な過
失によることを立証する責任がある【*注 26】。 
 
他州では、家畜の虐待行為を通報し、虐待された動物の没収をするための法を制定し始めてい
る。たとえばアリゾナ州では、獣医師は家畜に虐待が疑われたらしかるべき行政機関に通報し
なければならない。獣医師は善意で嫌疑を通報している限り民事罰に問われることはない【*注
27】。ヴァージニア州とニューメキシコ州では、州の役人が所有者の許可なく家畜を没収する
ことができる場合がある。それは裁判所において、動物が遺棄されているまたは残虐に扱われ
ていると認定された場合と、家畜を遺棄または残虐に扱ったために有罪となった前歴が所有者
にある場合である【*注 28】。バージニア州では、裁判所が遺棄・虐待された家畜を没収すべき
か否かを決定する際に所有者の精神的・身体的な状況を考慮することができるし、所有者に属
する他のすべての動物を移送させることもできる【*注 29】。 
 
これらの法規制はいずれも、連邦法で定める範囲以上の規制を定めている。もっとも、どの場
合でも、家畜は他の動物とは異なった扱いを依然として受けている。家畜はほとんど保護され
ることはなく──保護規定が存在していたとしても──虐待・飼育放棄をうまく訴追・執行す
ることは非常に困難なものとなりかねない。 
 
合衆国の反虐待法を執行することは、いずれの
．．．．
種類の動物であってもとてつもなく困難なこと
である。しかし、問題は家畜の場合にとりわけ厳しいものである。法執行の際に生じる問題の
なかには、法そのものに原因のあるものもある。たとえば、連邦の動物福祉法では、家畜にも
適用されるものでありながら、私人や民間組織が虐待された動物のために訴訟を提起するため
に必要な、市民（公共）訴追権を認める条項を規定していない。そして、州の反虐待法に違反
した場には、州法が家畜を適用対象に含めていても、州の検察官によって訴追されなければな
らない。残念ながら、物事の大きな枠組みの中では、そして特に限られた予算内で対処する場
合に、人の虐待行為に対する訴追は動物の虐待の訴追に優先する。そして、農業者（この単語
をいまや非常に漠然とした意味で使っている）に対する訴訟は特に後回しになる。州が家畜を
保護することを目的に訴訟を遂行するという限られた場合においてすら、起訴の判断基準──
虐待行為が害意のあるものか、意図的なものか、農業慣行として一般に受け入れられているも
のと関係がないものか──に照らすと、ほとんど立証不可能に近い。 
 
しかし、法規定上の障壁よりも、家畜の保護に対する一般の人々の支持と圧力の欠如の方がさ
らに広く見られる。歴史的に、アメリカ人は農業者のことを土地と動物の「保護者」と考えて
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きた。もっとも、大部分はその通りである。なぜなら、農場経営者の生計は──そして農場経
営者の家族の生計は──自分の土地を維持して家畜を健康に保つ能力にかかっているからであ
る。自分の製品に「放牧製品」という印を付ける理由はない。もとからそうであったのだから。
そのような状況であったので、アメリカ人は、農場経営者に対して規制を行うことは、必要な
いばかりか、そのような規制は農業に関する我々の哲学──土地を耕して食物を育てることが
もっとも尊い職業であり、農業という職業は法のもとで特別な保護をするに値するものだ──
に反する、と考えていた。 
 
あいにく、多くのアメリカ人はこのような理想的な農業像をいまだに持ち続けている。ところ
が現実には、合衆国（そして世界中）の食肉のほとんどが産業化された「工場」式の農場で生
産されており、農場の所有者は個人ではなく会社組織である。これらの生産過程にいる動物の
数だけからも、人道的な条件を維持することは不可能となっているのである。 
 
しかし、農業者たちに対して訴訟を提起するという考えを、裁判所（と一般の人々）が受け入
れ始める兆候がある。近年のニュージャージー州の最高裁判所の判決が論証したように、家畜
に対する非人道的な扱いに人々が立ち向かうには、法の実質的な障壁が依然として存在する。
屠殺場に入れられる前に家畜に生じる苦痛を改善することを目的とした法体系が、連邦の段階
ではいまだ存在しない。そして、州法は時とともに強力なものとなっているものの、規定が非
常に細分化して［相互に内容が異なっている］いるので、農場経営会社は自分たちの実践を支
持する州に移動するだけというのを許してしまっている。たとえば、メインランド州では、反
虐待法の適用範囲から「角きり、去勢、切尾、食事制限」をはっきりと除外しているし、「無
理なく可能な限りもっとも人道的な方法」を使いさえすれば、食品加工過程も含んで、「避け
難い肉体的な苦痛を動物に引き起こしかねない」行為も除外されている【*注 30】。ネブラスカ
州では、商業的な農業経営を例外のなかに加えるまでになっている。州の反虐待法が適用され
ないと明確に規定されているのは、「家畜に関して一般的に受け入れられている畜産慣行と商
．．
業的な畜産業経営
．．．．．．．．
」である【*注 31】。他州では、ユタ州のように、家畜を「動物」の定義から
除外するだけのところもある【*注 32】。さらに、多くの州では「農業する権利」を理由にして、
農場者が決められた場所に農地を位置する限りにおいて、市民が生活妨害や他の不平不満を農
業者に対して持ち込むことを法律で禁じたり、自治体が州の定める規制よりも厳しい規制を採
用することもしばしば禁じたりしている。 
 
以上のことから、大多数のアメリカ人は都会に住んでおり、工場式農場での身の毛のよだつよ
うな状況を決して見ることはないために、アメリカ法は家畜の残酷な扱いを許してしまってい
る──しかしながら、コンパニオン・アニマル（あるいはペット）の残酷な扱いは別である─
─と思われるかもしれない（ひょっとするとこれは正しいかもしれないが）。他方、大多数の
アメリカ人は、決まったようにコンパニオン・アニマル──自分自身のものであったり、友人
のものであったり、町の通りを散歩をしている他人の犬だったり──と触れあっている。そこ
で、我々アメリカ人が家畜とコンパニオン・アニマルとを区別して扱うのは、アメリカ人が猫
と犬のほうが豚や鶏よりも単純に「可愛い」と思っているからだとも思われるかもしれない。 
 
しかし、こうした仮定のいずれをもってしても理由の説明がつかないのは、連邦の動物福祉法
──同法ではその適用範囲から食用の家畜を完全に外している──において、多くのアメリカ
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 人が実験施設での内情を決して見ることができないという事実にもかかわらず、研究・試験・
実験に家畜が利用される場合にはその取扱いを規定していることである。研究・試験・実験に
使われる家畜は農場にいる家畜とまったく同一なので、痛みを感じる器官がまったく同じであ
るにもかかわらず、異なった目的のために利用されている。とすれば、アメリカ人が実験室の
家畜を保護しているのに──多くの場合は──農場の家畜を保護しないことにつき、上記とは
異なった理由がなければならない。この疑問に対する答えは、擁護団体が長期にわたって維持
し続ける圧力と結びついた、（広く行き渡っている）人々の意識に戻っていくだけかもしれな
い。 
 
合衆国動物愛護協会（the Humane Society of the United States）や動物福祉協会（the Animal 
Welfare Institute）のような団体は１９５０年代に設立され、研究・実験に動物を利用すると
いう問題に立ち向かうことが唯一の目的だった。実験動物の保護を表明した「現実の」法律が
初めて議会を通過するまでに、ほとんど２０年近くかかった【*注 33】。さらに１５年ほどかけ
て──大規模な人々の意識を啓発する広報活動を経て──我々が一般に知っているように、連
邦で動物実験を規制する制定法が可決した。比較すると、農場における家畜の虐待行為への取
り組みは（実験室でのものとは対照的に）相対的に新しいのである。その他の重要な違いは─
─前述したように──多くのアメリカ人が農業を観念的に捉え続けていることにある。その理
想主義的な考え方は、アメリカ人としてのアイデンティティーという意味をもたらすので、そ
れ故に、アメリカ人にとってはその考え方を捨て去ることが困難なのかもしれない。 
 
それにもかかわらず、アメリカ人は一般に、動物を残酷に扱うことに対して寛容でないことを
示してきた。そして、農業経営に対するこのような感傷的な考え方を変えることによって──
多くの人々が農業工場で行われている家畜に対する本来的に残酷な扱いを知らされるにつれて
──家畜の反虐待法を国家的に刷新するのに十分な圧力を引き起こすことにつながるだろうと
信じることは理にかなっているように思われる。経済的・哲学的・法的・社会的な配慮といっ
たような、競合する正当な関心をすべて考慮に入れながら、この目標を達成できるかどうかと
いう問題は、未解決のままだ。時間のみが、家畜（または実験動物）がコンパニオン・アニマ
ルと、まったくおなじ哲学的な理由から、まったくおなじ水準の保護を受ける、ことになるか
どうかを教えてくれるだろう。 
 
ご静聴感謝します。 
 
 
（翻訳：長尾亜紀） 
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